
財務体質の確立
幸

滝沢市で幸せに暮らしている人の割合
3

62 64 66 68 70 -
福 パーセント 61

57.6 64.5 60.1 - - 0.0

06040200 公共施設等財産管理基盤の構築
暮

人々が集まり活動できる「場」があると感じている人の割合
4 ら

44 44.7 45.4 46 47 -
し ％ 43

35.1 40.1 0 - - 0.0

06040200 公共施設等財産管理基盤の構築
幸

滝沢市で幸せに暮らしている人の割合
5

62 64 66 68 70 -
福 ％ 61

57.6 64.5 0 - - 0.0

政    策 :
基本施策 :

主管課長職・氏名

関係課長職・氏名

１．基本施策の実現状況を明らかにする
(１) 基本施策が４年間でめざす姿

(２) 基本施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この基本施策に関わる基本施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 基本施策を構成する施策及び目標値の達成状況
施 策 名 基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No
施 策 目 標 指 標 進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

様式Ｂ 最終更新日：平成30年02月13日 1頁

前期基本計画 平成３０年度 基本施策方針書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０４ 次代につなげる財務基盤の確立

財務課長  藤倉　友久

住民自治を支える財政体質の確立を図るとともに、「公共施設等総合管理計画」の策定を通して今後の財産管理と活用の基

盤を構築し、次代につなげる財務基盤を整えること目指します。

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

暮 財政健全化判断比率（実質公債費比率）

1 ら 6.1 5.8 5.3 4.7 4.2 -
％ 6.4

し 6.9 7.5 0 - - 0.0

暮 財政健全化判断比率（将来負担比率）

2 ら 45.7 42.7 39.8 39.8 39.8 -
％ 52.7

し 60 71.8 0 - - 0.0

幸 滝沢市で幸せに暮らしている人の割合

3 62 64 66 68 70 -
パーセント 61

福 57.6 64.5 60.1 - - 0.0

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

06040100 住民自治を支える財務体質の確立
暮

財政健全化判断比率（実質公債費比率）
1 ら

6.1 5.8 5.3 4.7 4.2 -
し ％ 6.4

6.9 7.5 0 - - 0.0

06040100 住民自治を支える財務体質の確立
暮

財政健全化判断比率（将来負担比率）
2 ら

45.7 42.7 39.8 39.8 39.8 -
し ％ 52.7

60 71.8 0 - - 0.0

06040100 住民自治を支える



状

管理基盤を構築してい

況

く必要があり、関連性

分

があります。

・人口増

析

の鈍化、少子高齢化の

(

進行による扶助費等の

２

増高や様々な行政需要

)

の拡大に伴い歳出が増

 

加する中、効果の高い

基

事

業の選択と集中、及

本

び、自主財源の確保が

施

求められています。財

策

政状況と国・県の動向

の

を的確に分析し、有利

実

な国・県支出

金、地方

現

債等財源の研究と導入

に

を図るとともに、自主

影

財源の拡大に向けた取

響

り組みを進めていきま

す

す。

・今後、公共施設

る

等の老朽化と利用需要

社

の変化が想定される中

会

、長期的な視点を持っ

環

て更新・統合化・長寿

境

命化などを計画

的に行

変

い最適な管理を行って

化

いくことが求められて

(

います。平成28年度

３

策定した公共施設等総

)

合管理計画に基づき、

 

新公会

計制度の固定資

政

産台帳のセグメント分

策

析を踏まえながら、今

と

後の財産管理・活用の

の

基盤を整えていくもの

関

とします。

(２) 基

連

本計画期間内の取り組

性

みと方針のうち、平成

３

30年度の重点課題
・

．

平成27年度から実施

基

している財政構造改革

本

の取り組みを推進しま

施

す。

・公共施設総合管

策

理計画の個別施設計画

の

の策定を進めます。

(

実

３) 基本計画期間及

現

び平成30年度重点課

に

題に基づく優先順位の

向

考え方
　住民自治を支

け

える財政体質の確立の

て

ためには、通常の収支

の

決算の状況を把握分析

取

し、中期財政計画の見

り

通しを立てていく

必要

組

があります。それを踏

み

まえて財政構造改革を

を

推進し、財政需要の増

決

大に対し事務事業を厳

定

選するとともに、有利

す

な特定

財源の研究・導

る

入と自主財源の拡大に

(

努めていく必要があり

１

ます。

　公共施設等財

)

産管理基盤の構築に関

 

しては、平成28年度

基

策定した公共施設等総

本

合管理計画に基づき、

施

固定資産台帳のセグ

メ

策

ント分析を取り入れな

の

がら、財産管理・活用

達

の基盤を整え、将来に

成

わたり最適環境を整え

（

る必要があります。

実現）に向けた基本計画内の取り組みと方針

様式Ｂ 最終更新日：平成30年02月13日 2頁

前期基本計画 平成３０年度 基本施策方針書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０４ 次代につなげる財務基盤の確立

財務課長  藤倉　友久

・財務体質の確立について、財政健全化判断比率の諸指標(実質公債費比率、将来負担比率等)は健全化を要する数値には、

至っていませんが、財源を調整する基金の積立金現在高比率は県内市部で下位

政

にあり計画的な基金の

 

保有が求められていま

 

す。また、義務的経費

 

の増大や大規模事業等

 

が予定されている中に

策

あり、事務・事業の見

:

直しと有利な特定財源

基

の研究・導

入、及び、

本

自主財源の拡大が求め

施

られています。

・公共

策

施設等財産管理基盤の

:

構築については、平成

主

28年度に策定しまし

管

た「公共施設等総合管

課

理計画」の実質的な行

長

動計画

である個別計画

職

（箱物、インフラ等）

・

の展開を図る必要があ

氏

ります。

　外部環境と

名

して、国の財政状況は

関

、人口高齢化を起因と

係

する社会保障経費や公

課

債費等の増加が続くと

長

ともに、国と地方を

合

職

わせた長期債務残高は

・

増高を続けており、安

氏

定財源の確保が求めら

名

れています。平成32

２

年度に基礎的財政収支

．

を黒字化す

る政府目標

基

を掲げ、平成30年度

本

までが集中改革期間と

施

位置付けられ、今後、

策

国の歳出抑制策の影響

の

が出てきます。また、

実

消

費税改正の時期が2

現

019年（平成31年

に

）10月1日に延期さ

向

れ、社会保障費の財源

け

を赤字国債で補うこと

て

も予想されるなど、財

の

源確保が明確化されて

現

いないことから国、地

状

方財政の財政運営は非

を

常に厳しい局面を迎え

認

るものと思われます。

識

　内部環境としては、

す

本市人口増の鈍化、公

る

共施設等の老朽化対策

(

、少子高齢化の進行等

１

による扶助費の増高や

)

様々な行政

需要の増加

 

に伴い、実施事業につ

基

いては厳選するととも

本

に自主財源の拡大確保

施

が求められています。

策

　政策支援部門として

目

行財政基盤の確立を目

標

指すためには、将来に

の

向けて安定した財務体

進

質を確立していくとと

捗

もに、公共

施設等財産



政    策 :
基本施策 :

主管課長職・氏名

関係課長職・氏名

(４) 所管施策別事業計画表
施    策    別    事    業    費    計    画    額

No 施 策 名
４ヵ年計

前 年 度 比 較 (%)

様式Ｂ 最終更新日：平成30年02月13日 3頁

前期基本計画 平成３０年度 基本施策方針書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０４ 次代につなげる財務基盤の確立

財務課長  藤倉　友久

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

06040100  住民自治を支える財務体質の確立

57,534 87,600 △34.3 57,576 57,588 57,592 230,290

06040200  公共施設等財産管理基盤の構築

9,493 7,947 19.5 8,796 8,246 8,246 34,781


